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I. 2002年の動向

2002年を振り返ってみると、スペイン労働界での最大

の動きは1990年代よりほぼ一貫して継続してきた労組・

使用者団体・政府の間でのいわゆる「社会対話」路線の

決裂で、6月20日に決行されたゼネストはこれを象徴する

事件であった。

対話路線決裂の直接の背景は、政府が5月末に導入し

た失業補償制度改革である。現在の国民党（保守）政権

は以前より失業保障制度の改革を約束しており、2003年

に新制度導入の予定で法案を準備していたが、5月24日

の閣議において勅令法の形で同改革を突如導入すると

いう半ば強行な手段に訴えた。勅令法とは特に緊急で

非常な場合に限り用いられる法律の種類で、閣議決定

の後30日以内に議会で承認を得なければならないもの

であるが、失業保障制度改革は緊急でも非常でもなく、

政府がもっぱら改革断行の姿勢を示そうというだけの理

由で制定されたものであるとして、野党や労組から強い

批判を浴びた。

労組側が最も反対している点を列挙すると、だいたい

以下のようになる。

1）失業者が国立雇用庁（INEM）から自分にふさわしい

雇用の斡旋を受け、これを拒否した場合、手当受給

期間を短縮されたり、受給資格を失うが、問題は

「ふさわしい雇用」とは何かである。現在までは「ふ

さわしい雇用」の定義が抽象的で、事実上失業者自

身が判断することができたが、改革後は雇用斡旋を

行うINEMの職員がこれを判断することになってし

まった。

2）現行制度では解雇された労働者が解雇の決定を裁

判所に訴え、これを受けて裁判所が解雇の根拠がな

いと認めた場合、使用者は解雇から判決までの期間

に相当する賃金を支払わなければならなかった（裁

判手続きが2カ月以上かかる場合、3カ月目からは国

が負担）。ところが改革により、裁判所が解雇を無効

とし使用者側に当該労働者の再雇用を義務づけた

場合のみ、賃金を支払うものとされる。

3）スペイン南部のアンダルシア州とエストレマドゥラ州

は、歴史的な大土地所有制度・農業労働者の貧困と

社会不安・都市部への人口流出という問題を抱えて

いたことから、1984年より両州の農業労働者のみを

対象とした特別な失業手当制度（一般にPERと呼ば

れる）が導入されていたが、今回の改革ではこれを

漸進的に廃止し、代わりに全国レベルで農業部門の
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季節労働者に対する手当制度を導入するとしている。

これに対しても、影響を受ける南部2州からは猛反発

が起きている。

4）スペイン最大の産業である観光部門は季節変動が非

常に激しく、そのため観光地のホテル・レストラン等

では毎年観光シーズン中の決まった期間だけ働き、

残りの期間は失業手当を受給する形で雇用される断

続的無期雇用労働者が多い。ところが「いつ使用者

に呼び出されて仕事を始めるかが事前に分かってい

る場合は、パートタイム雇用の一種と見なされる」こ

とになり、手当受給資格を失うことになった。当然な

がらこれは観光部門労働者の家計を直撃する改革で

ある。

今回の失業保障制度改革をめぐって、政府労働省は

春以来2大労組のスペイン労働者総同盟（UGT）と労働

者委員会（CC.OO.）との対話を続けてきたが、労組側は

改革案に真っ向から反対、対立がエスカレートするなか

で政府は前述のとおり有無をいわさず改革を導入し、

労組側もついにゼネストで応じることになった。ストの

実行状況は地方・部門によってばらつきが見られ、必ず

しも議論の余地ない大成功であったわけではないが、7

月に行われた内閣一部改造で労相が交代したのはスト

が原因であったとの見方もある。

失業保障制度改革について、政府はこれを改めて法

案として国会審議にかけ、野党の意見も広く求めていく

との姿勢を示したが、労組は改革の全面的撤回を求め、

10月5日に首都マドリードで総勢20万人の抗議デモを

行った。政府労働省は国会審議に先立ち、労組側の主

張の重要部分のほとんどを受け入れる姿勢を示し、労

組としてもやや予想外の展開となった。法案は最終的に

11月28日に国会で可決され、12月14日から施行されてい

る（失業保障制度改革および就業可能性の向上のための

緊急措置に関する法律45/2002）。このなかで唯一政府

が譲らなかったのはPERの改革であるが、これについて

も2003年早々に労組との交渉が開始する予定である。

一方、労組はここ数年間にわたって維持してきた賃金

抑制路線を破る動きを見せている。これは賃金抑制努

力の見返りである安定雇用の保証が期待どおりに進ん

でいないことに加え、再びインフレ傾向が頭をもたげつ

つあるためでもある（2002年を通して政府の公式推定の

2％を大幅に上回る3.5％前後に達するとの見方もある）。

II. 雇用管理

1．採用慣行（大量採用の場合の方法、および転職など

欠員補充の仕方）

労働者の採用は、一般にその時々の必要に応じて採

用するというもので、1年のある時期にまとめて採用する

というようなことはない。強いていえば夏のバカンス期

に当たる7～8月ごろには求人・求職ともにダウンし、夏が

終わる9月ごろから再び活発になるといった程度である。

2．雇用形態（パートタイマー、一時的労働者、派遣等

活用における法規制）

主な雇用形態は以下のようなものがある。

a）無期雇用：雇用契約の期限が定められていないもの

である。

b）断続的無期雇用：労働者は集団協約に定められる方

法で企業の呼び出しを受け、これに応じて一定期間

働く。

c）訓練雇用契約：ある仕事をするために必要な能力を

身につけることを目的としたもので、身障者などの特

例を除き、21歳未満という年齢制限が設けられてい

る。その他、この形態で雇用できる労働者の数や契

約期間（6カ月以上2年未満）などに制限がある。

d）実践雇用契約：大学卒、職業訓練（中度・高度）終了、

あるいはこれと同レベルの資格を有する労働者に対

して、職業活動の実践を通して技能を身につけさせ

ることを目的としたもので、労働者の年齢（学業修了

から4年以上を経過していない）、契約期間（6カ月以

上2年未満）などに制限がある。

e）特定の作業・サービスのための雇用契約：企業の活

動のなかで一定の独立性を持った作業・サービスを

行うための雇用契約。
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f）生産状況による有期雇用契約：受注の急増など生産

状況の変化に対応するため、一時的に労働者を雇用

する形態。期間は12カ月間の間に6カ月以上にわ

たってはならない（一定の制限内であれば部門別協

約で期間を変更することができる）。なお2001年3月4

日以降に結ばれた有期雇用契約の場合、契約終了に

際して労働者は一定の退職金を受け取ることができ

るようになった。

g）代理雇用契約：現在就いている職場を確保する権利

のある労働者が、なんらかの理由で労働できない状

況にある時、これに代わる労働者を雇用する形態。

h）パートタイム雇用契約：1日、1週間、あるいは1カ月間

に、終日労働時間よりも短い特定の時間労働者を雇

用する形態。有期・無期のいずれでも構わない。

3．労働者の派遣

スペインでは労働者派遣企業（ETT）は比較的新しく、

1994年に制定された法律で正式にその活動を認められ

ている。ETTは労働者を有期・無期で雇用し、他の企

業に派遣するが、その際派遣先の企業との間で労働者

のサービス貸与に関する契約を結ぶ。

派遣労働者を使用する企業は、派遣労働者の労働安

全衛生上の責任を負う。賃金・社会保障費負担はETT

の責任であるが、派遣労働者を使用する企業も連帯的

に責任を負う。他方、派遣労働者は派遣先企業の労働

者代表を通じて、労働条件などに関する苦情を伝える

ことができる。

4．異動・昇進

企業内での労働者の異動については、以下のような

規則がある。

まず同一の職業グループのなかでの異動の場合、当

該の労働者が異動先の職務を果たすために必要な学

歴・資格を有していることが条件となる。どの職業グ

ループに属するかが明らかでない場合は、同レベルの

職業カテゴリー間で異動を行うことができる。

異なる職業グループ・職業カテゴリーの間での労働

者の異動は、異動が必要となる技術上・組識上の理由

がある場合のみ、また必要な期間のみ、行うことができ

る。より上位の職業グループ・職業カテゴリーに属する

職務に異動の後、一定期間以上を過ぎると、労働者は

昇進を要求することができる。

労働者の報酬は、異動前と異動後の賃金のうち高い

ほうをとる。

5．転勤

労働者の転勤は、企業の経済上・技術上・組識的・

生産上の理由によって正当化されるものでなければなら

ない。

個別的転勤の場合、企業は当該労働者に30日以上前

もって通知しなければならない。労働者が転勤の決定

を受け入れる場合、企業は転勤に伴う諸経費に対する

補填を行うが、その額は双方の合意に基づいて決めら

れる。いずれにしても集団協約に定められた最低額を

下回ってはならない。逆に労働者が転勤の決定を受け

入れない場合、一定の退職金を受け取って雇用契約を

解消する、あるいは裁判所に訴えることができる。

集団転勤の場合、労働者側代表との間で15日以上の

説明・交渉期間を設け、またこれを労働行政当局に通

知しなければならない。労働者への通知は、説明・交

渉期間を経てから30日以上前もって行う。労働者は個

別に転勤の決定を受け入れるか否かを選択でき、また

労働行政当局の介入を求めることもできる。

6．解雇（懲戒解雇、または整理解雇する場合の手続き）

解雇には、以下のような種類がある。

a）企業の経済上・技術上・組識上・生産上の理由によ

る集団解雇

いわゆる「雇用調整処理手続き（Expediente de regu-

lación de empleo）」と呼ばれる一連の手続きをとり、

労働行政当局による雇用契約解消の許可を求めると

同時に、労働者側と一定期間交渉しなければならな

い。労働行政当局の決定は使用者側と労働者側に

合意が成立したか否かによって異なる。
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使用者が労働行政当局の決定に同意しない場合、こ

れを訴える、あるいは雇用契約を中断するなどの行

動をとることができる。後者の場合、使用者は雇用

契約が中断されている間、社会保障費企業側負担金

を支払わなければならない。

解雇金は使用者側と労働者側との合意に基づいて

決定されるが、賃金の20日×勤続年数分（最大で12

カ月分）を下回ってはならない。なお、労働者数25人

未満の企業の場合、解雇金最低額の40％は賃金保

証基金から支払われる。

b）法的に客観的理由に基づくと見なされる解雇

労働者の適性・能力に問題がある場合、一定の限度

以上の欠勤が続く場合など。使用者は解雇する労働

者に30日前もって文書で通知を行う。また解雇金と

して賃金20日×勤続年数分（最大12カ月分）を支払う。

c）懲戒解雇

労働者が理由のない欠勤を続けたり、規則順守を

怠った場合、雇用者や他の労働者に暴力・侮辱など

の行為を働いた場合、意図的に作業効率を落とすよ

うな態度をとった場合などには、懲戒解雇することが

できる。使用者は労働者に文書によって通知し、その

なかで解雇理由を明記しなければならない。なお、

集団協約でその他の解雇手続きを設定することがで

きる。

労働者が企業側の解雇の決定を不服とする場合に

は、20日以内に労働行政当局に対し和解手続きを申請

しなければならない。和解が成立しなかった場合、労

働者は裁判所に解雇決定を訴えなければならない。こ

れを受けて裁判所は以下のいずれかの判断を下す。

a）解雇の無効（despido nulo）：憲法その他の法律に

よって禁止されている差別による解雇、労働者の人

権を侵害する解雇等の場合。使用者側は労働者を

再雇用し、解雇期間中の賃金を支払わなければなら

ない。

b）使用者側が主張する理由に根拠が認められない解

雇（despido improcedente）：使用者側は労働者の再

雇用、もしくは解雇金の支払いのいずれかを選ばな

ければならない。解雇金は賃金45日×勤続年数分

（最大42カ月分）が基本となる。

c）使用者側が主張する理由に根拠が認められる解雇

（despido procedente）：雇用契約の消滅（なお客観的

理由による解雇の場合には、すでに解雇の時点で解

雇金（賃金20日×勤続年数分、最大12カ月分）が支払

われている）。

なお、労働者、使用者ともに裁判所の判断をさらに上

級の裁判所（各州の高等裁判所）に控訴することができる。

7．定年（定年制の採用状況、定年法制、年金支給開始

年齢との関係）

定年退職には以下の3通りの制度がある。

a）全面的定年退職：定年年齢は65歳で、年金支給開始

年齢と一致する。ただし年金を受給するには労働活

動を停止していることが条件で、また受給額は社会

保障制度負担金を支払った年数により異なる。年金

を全額受給するためには負担金支払い年数が35年

以上でなければならない。また受給資格を得るため

の最低の支払期間は15年間で（うち2年は受給開始

直前の15年間に含まれていなければならい）、この

場合年金全額の50％を受給することができる。

b）部分的定年退職：労働活動を完全に停止せず、パー

トタイム労働を続けながら年金を一部受給する場合。

c）定年年齢前退職：1967年1月1日以前になんらかの賃

金労働者相互組合に加入していた労働者で、すでに

60歳に達している者、あるいは61歳以上の労働者で

最近6カ月以上にわたって失業登録している者に対し

て適用される制度。年金受給額は上記a）の額から

一定の割合で減額される。

8．就業規則（制定方法、必須掲載内容）

使用者は労働活動をより効率的に組識するために、企

業内で一定の規則を設けることができる。ただし通常そ

の内容は、職場での規律維持に関する規則や、労働安

全上守らなければならない規則などに限られる。労働

条件や経済的条件についての規定が含まれることは、
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使用者があえて労働協約を上回る条件を労働者に提供

する意図を有するのでもないかぎり、一般的にはない。

9．労働条件の変更（労働条件切り下げの場合の組合

等との手続き）

経済上・技術上・組識上・生産上の明らかな理由が

ある場合、企業は労働条件の重要な変更を、労働者と

個別的・集団的に合意することができる。ここでいう労

働条件の重要な変更とは、労働時間、勤務時間、交替

勤務システム、賃金システム、労働・生産効率システム、

異動（上記「異動・昇進」の項で記載した制限を超えて

行われる場合）の各点の変更を意味する。

労働者と個別に労働条件の変更の合意を目指す場合、

企業は30日以上前もってこれを労働者に通知しなければ

ならない。労働者は条件の変更を受け入れず、雇用契

約を破棄する（この場合、一定の補償金を受け取る）、あ

るいは労働法定に訴えることができる。

労働条件の変更を集団的に行う場合、企業は変更の

通知に先立ち、労働者側代表との間で15日間以上の交

渉期間を設け、変更を求める理由、変更を回避する可

能性等について話し合わなければならない。労働者側

は変更を受け入れず集団争議に訴えることができる。

あるいは変更を受け入れない労働者のみ、個別に雇用

契約を破棄することもできる。

III. 賃金

1．賃金法制（支給方法、残業割増率、最低賃金）

賃金は基本給とその他の補完的要素から構成され

る。補完的要素とは労働者の個人的条件や企業の業績

などに応じて決定され、一般に年功による手当、特別手

当、企業利益への参加、職務の危険度・勤務時間（夜勤

など）に対する手当などを含む。

なお、労働者が職務遂行のために長距離の移動・出

張などをする場合は、交通費・食費・宿泊費等諸費用は

企業側が負担するが、賃金と別に通勤手当や住居手当

を企業が支払うことは一般的にはない。

特別手当は、いわゆる「ボーナス」に類似したものと

考えてよい。支給時期は年2回で、1回はクリスマス、も

う1回は集団協約等で決定するが、通常は夏のバカンス

前になることが多い。その額は集団協約、あるいは使用

者側と労働者代表との合意で決定されるが、一般に

夏・クリスマスとも1カ月当たりの賃金と同額になること

が多い。

賃金の一部は現物支給の形をとることができるが、賃

金の30％を超えてはならない。

政府は毎年、主要労組・雇用者団体の意見を取り入

れた上で最低賃金を決定する。2002年の職業間最低賃

金は月額442.20ユーロである。なお有期雇用労働者・

季節労働者および家事労働者の最低賃金は別に決定さ

れる。

超過勤務手当の額は、使用者と労働者の間で個別

的・集団的に決定される。いずれにしても通常の労働時

間内の1時間当たりの額を下回ってはならない。ただし

経済的な手当としてでなく、休暇をもって超過勤務の補

填とすることもできる。

2．賃金決定方法

賃金は集団協約がある場合は協約で、ない場合は使

用者と個々の労働者との間の雇用契約で決定される。

3．企業の一般的制度（賃金体系、支払い形態、一時金、

退職金）

一般的に、賃金は月末に金融機関口座振り込みの形

で支払われる。また使用者は労働者に、賃金総額、社

会保障負担金、所得税分源泉徴収などを記載した給与

明細を渡さなければならない。

労働者が自らの意志で退職する場合には、使用者が

退職金を支払うことはないといってよい。逆に解雇の場

合は、使用者から労働者に解雇金が支払われる（上記

「解雇」の項参照）。退職する労働者が有給休暇を消化

していない場合には、退職直前に休暇をとる、あるい

は消化していない休暇分を金銭で支払うなどの補填を

行う。
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賃金関連情報

工業・サービス部門における労働者1人1カ月当たり賃金

費用（超過勤務分、ボーナス、特別手当、現物支給等

のすべてを含む）：1372.38ユーロ

終日労働：1489.48ユーロ

パートタイム労働：507.06ユーロ

（以上2001年）

出所：Índice de Costes Laborales, Instituto Nacional de

Estacistica（国立統計庁「労働費用指数」）

IV. 労働時間・休日・休暇

1．労働時間法制（法定時間、年間休日、年休、産前産

後休暇等）

企業の一般的制度（就業時間、超勤、休憩、年間休日、年休、

病気休暇宗教関連等の特別休暇等）

労働時間は集団協約、あるいは雇用契約で設定され

るが、週労働時間が年平均で40時間を超えてはならな

い。1日の労働時間は9時間を超えてはならない。ただし

集団協約等による合意が成立すれば、異なる労働時間

を設定したり、年間労働時間の変則的な配分を行った

りすることができる（その場合も以下のような制限は順守

しなければならない）。

1日の労働時間が終了してから翌日の労働時間開始ま

での休息時間は、少なくとも12時間取らなければならな

い。労働時間が6時間以上続く場合は、少なくとも15分

以上の休憩を取らなければならない。週当たりの休息

日は1日半（土曜午後と日曜、あるいは日曜と月曜午前）で

ある。なおほとんどの場合は土・日を休日とする週休2日

制である。

18歳以下の労働者、夜間労働（労働時間の少なくとも

3時間を夜10時から翌朝6時までの間に行う労働者）など

に関しては、それぞれ特別な法定労働時間が適用され

ている。

産前産後休暇は16週間で、その開始日は労働者が自

由に選択できる（ただし産後6週間が入っていなければ

ならない）。また出産だけでなく6歳以下の養子をとった

場合にも適用され、父親が取ることもできる。企業が産

休中の労働者に代わって別の労働者を一時雇用する場

合、両方の労働者の社会保障費企業側負担金の免除を

求めることができる。

その他、家族・家庭を理由とする有給休暇・労働時間

短縮には以下のようなものがある。

a）9カ月以下の子どもがいる女性労働者は、授乳のた

めに1時間を取ることができる。なお両親が共働きの

場合は、父親・母親のいずれが授乳時間を取っても

よい。

b）妊娠中の検査受診に必要な時間。

c）6歳以下の子ども、報酬を受ける活動を行っていな

い身障者・精神障害者・知覚障害者の世話をしなけ

ればならない労働者、あるいは年齢・事故・疾病な

どのために介護を必要とする2親等以内の家族があ

る労働者は、労働時間の3分の1から半分の短縮を

求めることができる。この場合、その分が賃金から

差し引かれる。

d）労働者本人の婚姻に際し15日間（週末・祝日等を含む）。

e）2親等以内の親族の死亡、事故、疾病、入院に際し、

2日（移動が必要な場合は4日）。

年次給休暇（いわゆるバカンス）は30日未満であって

はならない。休暇の日程は、使用者と労働者との間で、

集団協約がある場合はこれに従いつつ定める。

バカンスは7月から9月（特に8月）にかけての夏期に集

中する。最近はバカンス時期をずらす労働者も増えてい

るが、行政は事実上ストップし、また学校の夏休みも重

なるので、8月は相変わらずバカンスの月であることには

変わりない。工場などでは8月中操業を停止し、メンテ

ナンスに充てるケースもある。

スペインでは全国レベルの祝日のほかに、各自治州

の祝日および市町村の祝日がある。これは一般に各自治

州および各市町村の守護聖人の日で、単なる祝日でなく

祭りなど様々な行事が行われることが多い。労働省が毎

年制定する翌年の祝日に、各自治州・市町村の祝日を合

わせた合計は14日で、数合わせを行うため、場合によっ

ては同じ自治州内でも年によって同じ日が祝日であった
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りなかったりすることもある。1月1日、5月1日（メーデー）、

10月12日（スペインのナショナルデー）、および12月25日

（クリスマス）は、全国的に祝日とされる。このほか復活

祭（3月から4月にかけて、州により木～日あるいは金～月

の4日間）、8月15日（聖母昇天の日）、11月1日（万聖節）、

12月6日（憲法記念日）、12月8日（聖母処女懐胎の日）も、

実際には全国的に祝日となる。

祝日が週末と重なった場合、代休を取る慣行はない。

ただし祝日や週末が続いて飛び石連休となると、間の日

に休みを取る労働者が多く、事務所そのもがのが休み

となる場合もある。いわゆる「プエンテ（「橋」の意）」と

呼ばれる慣行である。学校その他の教育機関では、特

に「プエンテ」を行う慣行が一般化している。

2．超過勤務（残業）

超過勤務は、企業と労働者の間の個別・集団の合意

によって義務づけられていなければ、労働者の任意で

行われる。また夜間の超過勤務は一般の場合よりも制

限が厳しい。

労働者1人当たりの超過勤務は、年間最大で80時間を

超えてはならない。

ただし事故後の修復など緊急で不可抗力の理由があ

る場合には、超過勤務を義務づけることができ、また年

間の最大超過勤務時間の算出に含まれない。

労働時間関連情報

工業・建設業・サービス業における平均労働時間：

1669.5時間

工業：1722.9時間

建設業：1783.4時間

サービス業1627.9時間

終日労働：1768.5時間

工業：1756.1時間

建設業：1813.2時間

サービス業：1763.2時間

パートタイム労働：1008.3時間

工業：1081.0時間

建設業：1033.1時間

サービス業：1000.2時間

（以上2001年）

出所：Ministerio de Trabajo y Asuntos Sociales（労働社会

問題省）

時間外労働

時間外労働をした労働者数：61万8700人

労働者1人当たりの時間外労働時間数：27.3時間

工業：23.2時間

建設業：19.9時間

サービス業：32.6時間

（以上2001年）

出所：Ministerio de Trabajo y Asuntos Sociales（労働社会

問題省）

V. 福利厚生

1．育児・介護法制

（「労働時間・休日・休暇）の項参照）

2．その他一般的な企業のフリンジ・ベネフィット

企業労働者の間での相互組合などが挙げられるが、

特に一般化しているわけではない。また前述したとおり、

通勤手当や住居手当も一般的ではないが、いずれにし

ても賃金と同様、すべて集団協約で規定される。

一般に、企業が労働者に対して提供する賃金以外の福

利厚生サービスは少ないと考えてよい。大企業や鉄道・

電力会社などの国営企業・公共サービス企業では、企業

が労働者のための住宅を提供したり、協同組合方式によ

るスーパーマーケットが利用できたりすることもあったが、

いずれにしてもこうした慣行はなくなる傾向にある。
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VI. 労使関係

1．国レベルの概況（組合数、組織率、争議件数）

主要な全国的労使団体の概要

スペインの労組組織率は賃金労働者総数の17％前後

で、欧州連合諸国中でも最も低い国の1つである。スペ

インで最も重要な労組は、スペイン労働総同盟（UGT）

と労働者委員会（CC.OO.）の2労組である。

UGTはスペイン社会労働党（PSOE）系の労組として

1888年に設立され、スペイン内戦（1936～39年）まで、ア

ナーキスト系労組の全国労働連合（CNT）とともにスペイ

ンの労働運動の双璧をなしてきた。内戦後の1947年、フ

ランコ独裁体制下で労組はゼネストを試みるが失敗に終

わり、UGT、CNTとも事実上姿を消す。その後、1975年

のフランコの死とこれに続く民主化移行期まで、労組の

冬の時代となる。1982年に始まったPSOE政権下で、

UGTはむしろ政権批判を強め、党から距離を置く姿勢

を見せるようになった。現在組合員数は約75万人、企業

の労働者代表総数に占める割合は37.4％である。

CC.OO.は、前述した1947年のゼネストの失敗を受け、

独裁制下での新しい形の労働運動を築く必要性から生

れた労組であるといえる。キリスト教系労組のメンバー、

スペイン共産党党員から体制内の批判層など、思想・出

自の多様な要素を集め、また当初は職場（工場、鉱山）

での賃金要求など個別の活動の際だけに機能する組織

であった。フランコ死後の1976年に正式な労組として生

まれ変わり、2001年に25周年記念を迎えた。現在組合

員数は約85万人、労働者代表総数に占める割合は

38.4％である。

PSOE政権時代、CC.OO.はUGTとともに政権に対し批

判・対立の姿勢をとってきた。労組が政権との交渉・合

意路線に転ずるのは、第四次PSOE政権も末期の1990年

代半ばになってからで、公的年金制度の維持をめぐる95

年の「トレド協定」は、その好例である。1996年以降の

国民党保守政権下でも、労組は雇用の維持・成長を優

先し、政府・雇用者団体との対話路線を維持しながら

労働市場柔軟化政策を受け入れてきた。しかし2000年

以降の第2次国民党政権下では再び政権に対する批判

姿勢を強めており、特に2002年には政府の失業保障制

度改革に抗議してゼネストを実行、対話路線からの180

度転換が見られた。

2大労組は、特にUGTの社労党離れが始まった1980年

代後半以来、ほぼ一貫して協力の関係を維持している。

その他、スペインには地方レベルの小規模な組合が

多数あり、バスク地方のELA、LAB、ガリシア地方の

CIGAなどは強い復権要求を行う労組である。特にELA

およびLABはバスクの独立を掲げる急進的民族主義に

近い組識としても知られる。

2．労使関係法制（労働基本権、不当労働行為、争議調

整制度）

労働関係に関する法規制は、後述する労働者憲章を

中心に定められている。なお団体争議に際しての手続

きは以下のとおりである。

団体争議は、労働者側代表あるいは使用者側が労働

行政当局に争議開始の申請を行うことによって開始す

る。労働行政当局は申請受理後24時間以内にもう一方

の当事者に通知、その後3日以内に当事者双方を召喚す

る。団体争議手続きが開始すると、スト権は中断される。

当事者の多数による合意が見られない場合は、仲裁

者を任命することができる。この場合、仲裁提案は当事

者双方間の合意と同じ効力を持つ。

また、法廷外労働争議解決（ASEC）と呼ばれる特別

の手続きがある。これは雇用者団体のスペイン経団連

（CEOE）とスペイン中小企業連合（CEPYME）、および

2大労組の労働総同盟（UGT）と労働者委員会（CC.OO.）

の協定に基づくもので、2001年2月27日から2004年12月

31日までを有効期間としている（5年ごとに延長可能）。

ASECによる争議解決手続きには調停と仲裁の2種類が

ある。当事者は調停による解決提案を拒否することが

できるが、仲裁の場合は当事者双方は提案を受け入れ

ることを事前に合意しなければならない。

ASEC協定による争議解決活動に実際に当たるのは、

調停・仲裁サービス（SIMA）と呼ばれる組識である。こ
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れはASEC協定を結んだ労組・雇用者団体による同数委

員会で、調停委員および仲裁委員のリストを作成する。

ASECは以下のような紛争を扱うことができる。

a）法律・協約・企業慣行などの解釈・適用をめぐる紛争

b）協約その他の合意達成を目的とした交渉過程で起こ

る紛争により、交渉がブロックするような場合

c）スト召集につながるような紛争

d）転勤・重要な労働条件の重要な変更・雇用契約の中

断・解雇をめぐる事前の交渉期間中に生じる紛争

（個別労働者でなく集団的なものの場合のみ）

なおスト召集の場合は、事前に仲裁手続きを経てい

ることが必要条件として要求される。

3．交渉方式（一般的な団体交渉方式）

一般にスペインでは、労働者憲章をはじめとする様々

な労働関係法に加え、労使間で結ばれる集団労働協約

によって労使関係・労働条件等が細部に至るまで規定

されている。集団協約の制定の場として、団体交渉は極

めて重要である。

団体交渉の範囲は、企業あるいはそれ以下のものと、

部門別のものとがある。前者の場合、企業の労働者代

表（場合によっては労組代表）と雇用者あるいは雇用者

側代表が交渉の当事者となる権利を有する。後者の場

合では、国レベルあるいは自治州レベルの最大労組、

協約範囲に入る企業の労働者側代表の10％以上を占め

る労組、雇用者側の10％以上を占める雇用者団体が、

交渉に当たることができる。

交渉は一般に、当事者の一方から他方への文書によ

る通知をもって開始する。交渉委員会の人数は、企業レ

ベルあるいはそれ以下の交渉では当事者双方ともに12

人以下、企業レベルより広い範囲の交渉の場合は15人

以下である。委員会での合意を採択するには、当事者

双方の多数の賛成票が必要である。また交渉中、当事

者は必要に応じて仲裁者を指名することができる。

集団協約では、現行法の範囲内で、以下のような内容

について取り決めることができる。

a）賃金、その他の間接的報酬などの経済的条件

b）労働条件（労働時間、休息時間、職業カテゴリー、契

約期間、etc.）

c）労組関連（企業内労働者代表、交渉基準、etc.）

d）雇用条件

e）労働災害予防活動

f）労働者・労働者側代表組識と雇用者・雇用者側組識

との関係

g）福利厚生（社会保障制度の任意での改善）

h）平和義務

（以下は協約に必ず含まれていなければならない）

i）協約締結当事者

j）協約の範囲（期限、地域、etc.）

k）協約が企業レベル以上のものである場合、特定企業

が協約で定められた賃金制度を適用しない場合の

条件・手続き

l）協約を訴える場合の条件・手続き

m）労使同数の交渉委員会の任命、および同委員会での

意見の相違を解決するための手続き

集団協約の期限は一般に1～3年程度で、交渉当事者

のいずれかが新協約の締結を求めないかぎり、1年ごと

に延長される。

集団協約は、締結後15日以内に規定の書式に従って

労働行政当局に提出・登録されなければならない。労

働行政当局はこれを政府官報（BOE）、あるいは各自治

州政府の官報に掲載する。なお、2002年中に行われる

集団交渉に向けて、2大労組UGTおよびCC.OO.とスペ

イン経団連（CEOE）およびスペイン中小企業連合

（CEPYME）は2001年12月に交渉の基準・指針に関する

枠組み合意を結んでいる。

4．労使協議（労使のコミュニケーション手段、苦情処

理方法）

企業労働者は使用者側に対して、労働者代表を選出

する権利を有する。労働者11人以上49人以下の企業で

は、労働者数に応じ1～3人の労働者代表が選ばれる。

また50人以上の企業では労働者代表は委員会を組識し

なければならない。委員の数は労働者数に応じ5～21人
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である。

労使間のコミュニケーションは、内容により個々の労

働者と人事担当者等の間で直接に話し合うこともできる

が、集団的な苦情は労働者代表を通じて使用者側に伝

える。なお前述のとおり、解雇や労働条件変更の通知

等は文書によって行わなければならない。

使用者は労働条件に影響する決定を行う前に、労働

者代表の意見を聞かなければならない。また労働者代

表は、企業の業績、労災関連等についての情報を使用

者から受けることができる。

VII. 労働行政

1．主な雇用対策

（1）職業紹介制度（公共紹介、民営紹介）

公共職業紹介は労働・社会問題省に属する国立雇用

庁（INEM）が行う。なお17の自治州のうち、アストリアス、

カンタブリア、カスティーリャ・イ・レオン、カタルーニャ、

カナリアス、エストレマドゥラ、ガリシア、バレアレス、マ

ドリード、ナバラ、ラ・リオハ、バレンシアの各自治州は、

公共職業紹介の権限委譲を受けている。

民間の非営利職業紹介所も存在するが、これは公共

職業紹介活動の協力団体的な位置づけがなされ、

INEMあるいは各自治州の担当機関の承認を得たもの

でなければならない。

その他、労組、雇用者団体、市役所、大学・学校機関

なども独自に雇用サービスを行っているケースがある。

失業中の労働者は最寄りのINEM事務所あるいは認

可職業紹介所等で登録を行い、求職活動を行うことが

できる。求職活動の支援サービスは求職者一人ひとりに

合わせ、労働市場の状況分析のほか、面接・情報提

供・職業訓練などを適宜組み合わせて実施される。

（2）能力開発（公共職業訓練制度、能力開発補助制度）

職業訓練は、失業者を対象としたものと、就業者を対

象としたものに大別される。

失業者を対象とした職業訓練は、雇用政策の一部と

とらえることができる。これは国立雇用庁（INEM）ある

いはその権限を委譲されている各自治州（上記「職業紹

介制度」の項参照）が推進するプログラムであるが、訓

練コースの実施は各種協力団体（公立・私立の職業訓

練校、労組や雇用者団体など）に委託することもできる。

また、25歳未満の若年失業者を対象とした、職業訓

練と職業活動を組み合わせたプログラムがある。推進

主体は国・自治州・市町村その他の公的機関や非営利

団体などである。生徒は訓練期間を終了した後、これ

ら推進主体との間に訓練雇用契約を結んで職業活動を

行い、一定の賃金を受け取ることができる。またこれら

のプログラムでは、歴史・文化遺産の修復、環境・都市

景観整備など社会的に有益な活動を行う点も特徴であ

る。期間は1～2年程度である。

就業者を対象とした継続的な訓練・能力開発プログ

ラムは、主要労組・雇用者団体・政府間の協定（継続的

訓練に関する第3次三者協定、有効期間2001年1月1日～

2004年12月31日）に基づき、企業・雇用者団体・労組な

どが実施する。

（3）雇用平等（性、年齢、障害、人種、宗教）

女性・若年者・高齢者・障害者・外国人・労働力移出対策

女性・若年者・高齢者・障害者は、不安定な雇用条

件や失業の脅威にさらされやすい。そのため2000年に

は以下の各グループを対象とした安定雇用奨励プログ

ラムが施行されている。具体的にはこれらの労働者を

無期労働者（終日またはパートタイム）として雇用した企業

に対し、社会保障費企業側負担金の軽減の形でインセ

ンティブが与えられる。

a）16～45歳の女性失業者

b）女性労働者が少ない職業部門における女性失業者

c）職業斡旋機関に6カ月以上続けて登録している失業者

d）45～65歳の失業者

e）失業手当受給期間が1年以上残っている失業者

f）職業斡旋機関に登録しており出産後2カ月以内の女性

労働者数50人以上の企業は、原則として労働者数の

2％以上の障害者を雇用しなければならない（ただしこ
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の規則は実際にはほとんど守られていないケースが多

い）。障害者の雇用に際しては、社会保障費企業側負担

の軽減のほか、一定額の助成金が与えられ、また障害

者雇用のために職場でバリアフリー工事等を行わなけ

ればならない場合も、一定の範囲内で工事費の支給を

受けることができる。

なお、人種・宗教による差別の禁止は憲法や労働者

憲章で規定されており、また実際に雇用面で労働者の

人種・宗教による差別が見られるケースは、現在のとこ

ろほとんどないといってよい。しかし、ここ数年はスペ

インでも外国人の移民労働者が増えつつあることを考

えると、今後新たな問題として浮上してくる可能性も考

えられる。なお、外国人労働者に関しては「スペインに

おける外国人の権利と自由に関する組織法8/2000（2000

年12月22日付）」（いわゆる改正外国人法）で規定されて

いる。

2．安全衛生（使用者の義務）

労働安全衛生の推進のうえで、使用者側はリスクの回

避・リスクの評価・予防活動のプランニングと適用が義

務づけられている。

リスク評価とは、リスクがあると考えられる職場での

労働条件全体の評価である。この場合、職場で使用さ

れる設備や生物化学物質などだけでなく、労働者自身

の身体的条件も考慮しなければならない。評価の過程

はすべて文書で記録し、危険要因、危険にさらされる労

働者、リスクの規模を特定しなければならない。

リスク評価は以下の各時点で実施する。

a）労働活動の開始時点

b）リスクを避けられなかった時

c）新しい設備・技術・物質などを使用したり、職場条

件の変更があったりした時

d）労働条件の変更があった時

e）労働者の健康に異常が見られた時

f）予防活動が不適当・不十分と見られる時

g）技術上・疫学上の新しい知識・情報が得られた時

なお、リスク評価は企業の能力に応じ、使用者自身あ

るいは使用者が任命する労働者が行う場合と、外部の

機関が行う場合とがある。

リスク評価の結果に従って、使用者は予防活動を策

定する。予防活動プランには、必要な予算・人材・資

材、緊急事態の対応策、労働者の健康状態監視、労働

安全衛生に関する労働者への情報提供・訓練などが含

まれる。

予防活動の実施は、企業の規模や労働活動に伴うリ

スクの程度によって、使用者自身が行う場合、一定数の

労働者を任命して行う場合、企業独自の予防サービス

（予防活動のみに携わる班・部門など）や複数の企業間

での共同予防サービスを設ける場合、外部の予防サー

ビス（衛生当局・労働当局の認可を受けたもの）を利用

する場合などがある。外部のサービスを利用せず、企業

内で予防活動を行う場合は、5年ごとに監査を受けなけ

ればならない。

一方、労働者は、予防活動を専門に担当する労働者

側代表、および労働安全衛生委員会を通じて、労働安

全衛生に参加する。

予防活動専門の労働者側代表は、企業の労働者数に

応じて2～8人が選ばれ、予防活動の改善への協力や使

用者側への対策措置の提案などを行う。労働安全衛生

委員会はこれら代表と、使用者（使用者側代表）から構

成される同数委員会で、予防活動プランの作成・評価

に参加したり、リスク予防方法の推進・改善を行ったり

する。労働者数50人以上の企業はすべて、この委員会

を設置しなければならない。

3．不当労働行為

不当労働行為は、労働安全衛生・リスク予防活動に

関する法規則の不履行、社会保障制度上の法規則不履

行（社会保障制度負担金支払いや各種給付受給におけ

る詐欺行為など）、職業紹介活動・労働者派遣業に関す

る法規則の不履行などと並んで、いわゆる労働監査の

対象となる。

労働監査は労働・社会問題省に所属する監査官自身

のイニシアチブ、あるいはさらに上位の命令に基づいて
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実施されるものだけでなく、労働者側による法の不履

行・権利蹂躪の訴えを受けて行われる場合もある。

監査官は個々の不履行のケースの監査結果に基づ

き、責任者への勧告・制裁、労働活動の即時停止、労働

法定への起訴などの措置をとる。

4．労働関連行政機関

スペインの労働関連行政機関は、中央政府レベルで

は労働社会問題省で、特に社会保障局、労働社会問題

副局、雇用局に労働関連行政の機能が集中している。

雇用局に属する国立雇用庁（INEM）は、公的職業紹介

機能や失業手当給付を行う機関として重要である。そ

の他、賃金保証基金（FOGASA）、国立労働安全衛生庁

も雇用局に属する。

自治州制度をとるスペインでは、各自治州政府に広

範な権限委譲が進んでいるが、そのなかで労働関連行

政は中央政府が現在でも比較的大きな権限を有してい

る分野である。その理由の1つとして、医療保険・年

金・失業手当をカバーする社会保障制度会計があくまで

も全国レベルで統一されていることが挙げられる。中

央政府は地方によって社会保障制度に格差が生まれる

のを避けるため、同制度をめぐる権限は今後も全面的

に留保する姿勢を堅持している。例えば、INEM機能の

なかの職業訓練・職業紹介に関する部分は自治州への

委譲が行われているが、失業手当給付機能は委譲され

ていない。

関連情報

労災件数（労働者の欠勤を伴うもの）：

102万4936件（対前年比＋9.6％）93万5274件

（2000年）

（労働者の死亡を伴うもの）：

1487件（対前年比－5.6％）1575件（2000年）

（以上、2001年）

出所：Ministerio de Trabajo y Asuntos Sociales（労働社会

問題省）

争議件数総数：737件

うちスト件数729件、ロックアウト8件

（以上、2001年）

出所：Ministerio de Trabajo y Asuntos Sociales（労働社会

問題省）

VIII. 労働法制の概要（法律名と目的規定

等の概要の紹介）

• 労働条件法（労働基準法、安全衛生法等）

• 雇用対策法（高齢者対策法、雇用均等法等）

• 雇用保障法

• 労使関係法（労働組合法、労働争議調整法等）

• 労働福祉法（財形法等）

スペインにおける労働法制の中心は労働者憲章

（Estatuto de los Trabajadores）である。これは1979年に労

組UGTとスペイン経団連（CEOE）の間で結ばれた基本

合意の内容を受け継ぐ形で80年に制定されたものであ

るが（1980年3月10日付け法律8/80）、その後憲章の内容

を修正する様々な法が導入されため、95年にこれらを

統合した新たなテキストが採択されている（「労働者憲章

の統合的テキストを承認する議会勅令1/95（1995年3月24

日付）」）。特に1990年代半ば以降、雇用促進を目的とし

た労働市場の柔軟化政策が進められており、そのなか

で有期雇用やパートタイム雇用といった新しい雇用形態

が導入され、また有期雇用の急増に対して無期雇用の

奨励政策がとられるなど、重要な改革が見られる。

労働者憲章では、労働者の権利と義務、雇用契約、

賃金、労働時間、異動、労働条件の変更、企業におけ

る労働者代表、団体交渉、集団協約、使用者側による

法規違反と罰則などについて規定している。このうち

労働者の権利としては、労働権、組識権、団体交渉権、

スト権、職場での訓練・昇進の権利、性・年齢・人種・

宗教などによる差別を受けない権利、報酬を受ける権

利、プライバシー・尊厳を保護される権利などに言及し

ている。

その他、労組関連では「労組の自由に関する組織法
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11/85（1985年8月2日付）」、労使関係関連では「労使関係

に関する勅令法17/77（1977年3月4日付）」、労働安全衛

生関連では「労働リスクに関する法律31/95（1995年11月

8日付）」、「職業病に関する勅令1995/78（1978年5月12日

付）」などがある。

2001年9月から2002年12月までに制定された主な法律

労働監査の組識と機能に関する規則（勅令138/00）を修

正する勅令1125/01（2001年10月19日付）

出産および妊娠中のリスクに対する社会保障制度経済

的給付に関する勅令125/01（2001年11月18日付）

2002年の最低賃金を定める勅令1466/01（2001年12月27

日付）

2002年の社会保障制度年金額改定に関する勅令1464/01

（2001年12月27日付）

漸進的かつ柔軟な退職制度導入措置に関する勅令

1465/01（2001年12月27日付）

失業保障制度改革および就業可能性の向上のための緊

急措置に関する勅令5/2002（2002年5月24日付）

失業保障制度改革および就業可能性の向上のための緊

急措置に関する法律45/2002（2002年11月28日付）

IX. 社会保障（拠出率、保障内容）

社会保証制度には、一般制度と特別制度がある。企

業で働く賃金労働者は一般制度に含まれると考えてよい

ので、以下この制度について説明する（なお、特別制度

には農林水産業部門の労働者、自営業者、海上労働者、

炭鉱労働者、家事労働者等が含まれる。また芸術家・

スポーツ選手などにはそれぞれ特別制度が適用されて

いたが、現在では一般制度に統合されている）。

社会保障制度に加入していない労働者を雇用する場

合、使用者はその労働者の加入申請を行わなければな

らない。また、すでに制度に加入しているが負担金支払

いをしていない労働者が就職し、負担金支払いを開始

する場合、あるいは逆に労働者が仕事を辞め、負担金

支払いを停止する場合も、その通知手続きは使用者が

行う。ただし、上記のような義務を使用者が怠った場合

には、労働者側が自ら手続きを行うこともできる。

なお、INEMに登録している失業者や兵役のために雇

用契約を中断中の者、シーズンオフ期の季節労働者、育

児休暇中であるが職場を確保している者などは、実際

に負担金を支払っていなくても、その期間は負担金支払

いを行っているものと見なされる。

社会保障制度負担金の支払い義務は使用者と労働者

自身の双方が有するが、労災・職業病・賃金保証基金

への対応部分は使用者側のみの負担となる。負担金は

すべて労働者の賃金から源泉徴収する形で納める。

負担金額は、標準額（労働者の報酬総額）に一定の拠

出率を掛けたものである。拠出率は毎年一定率が設定

され、また保障されるリスクの種類によっても異なる。

2002年の拠出率は以下のとおりである（身障者雇用の場

合など若干の例外もある）。

a）一般的リスク：拠出率は28.3％で、このうち23.6％が

使用者側、残り4.7％が労働者側の負担となる。なお

労働者が65歳以上で、35年以上の期間にわたって負

担金を支払っている場合、一般的リスクにかかわる

拠出は一時的労働不能（拠出率1.56％）を除いて免

除される。

b）労災・職業病：使用者側のみの負担。拠出率は労

災・職業病の社会保障制度負担金に関する勅令

2930/79（1979年12月29日付）に定める率から10％減

じたもの。

c）失業：雇用契約の形態によって異なる。無期雇用の

場合、拠出率は7.55％（使用者側6％、労働者側

1.55％）、有期雇用の場合、終日労働であれば8.3％

（使用者側6.7％、労働者側1.6％）、パートタイム労働

であれば9.3％（使用者側7.7％、労働者側1.6％）、有

期雇用労働者派遣企業（ETT）の場合9.3％（使用者

側7.7％、労働者側1.6％）、協同組合労働者の場合

7.55％（使用者側6％、労働者側1.55％）。

d）賃金保証基金：拠出率は0.4％で、使用者側のみの

負担。

e）職業訓練：拠出率は0.7％で、このうち0.6％が使用者
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側、残り0.1％が労働者側の負担となる。

f）不可抗力による時間外労働：拠出率は14％で、うち

12％が使用者側、残り2％が労働者側の負担となる。

なお、その他の理由による時間外労働の場合、拠出

率は一般的リスクと同じ。

なお、労働者の職業水準ごとに標準の最低額・最高

額を設定することで、負担金支払総額には上限・下限が

設けられている。2002年の場合、最も高い水準である

大学卒・上級管理職などのカテゴリーで、標準最低額は

月額768.90ユーロ、最高額は2574.90ユーロとなっており、

最も低い水準（18歳未満の労働者を含む）では標準最低

額は1日当たり17.20ユーロ、最高額は同じく1日当たり

85.83ユーロとなっている。標準の最低額・最高額は年

ごとに設定される。

社会保障制度による保障内容には、以下のようなもの

がある。

a）医療・医薬品

b）一時的労働不能

c）産前産後休暇：休暇中の支給額は標準額の100％

（多胎妊娠や複数の養子をとる場合は増額される）。

d）恒常的労働不能：病気・けがなどの治療後、当該労

働者が1通常の職業活動を行えるが作業効率が

33％以上落ちる場合（部分的不能）、2全面的に不

可能となる場合、3いかなる種類の労働も不可能と

なる場合、4重度障害の場合、に分けられる。1の

場合は一定額の補償の形で、2、3、4の場合は年

金の形で支給される。

e）退職後の年金：「定年」の項を参照。社会保障制度

への負担金支払期間が最低の15年の場合、給付率

は標準額の50％、以降年数に応じて給付率が上昇が

り、35年で100％となる。

f）労働者の死亡により発生する各種給付：葬儀費用、

寡夫・寡婦年金、遺児年金などのほか、労災・職業

病により労働者が死亡した場合の補償金が含まれる。

g）家族関連給付：3人目以降の子どもの誕生、多胎出

産、扶養家族のうち3人目以降の子どもに対する給付

などが含まれる。

h）失業者救済のための給付：大きく分けて、1社会保

障制度に一定期間以上負担金を支払い、手当受給

資格を有する失業者に対する給付と、2負担金支払

期間が足りないため受給資格を有しない失業者や、

受給期間が終わってしまった失業者に対する給付の

2種類がある。1の給付を受ける場合、負担金支払

期間は最低で360日で、この場合手当受給期間は120

日、以後支払期間が長くなるほど受給期間も伸び、

負担金支払期間2160日以上で最高の720日に達する。

1970年代半ば以来、慢性的に失業問題を抱えてきた

スペインでは、近年の少子・高齢化現象も加わって、社

会保障制度の財源確保が困難になりつつある。そのた

め政府は、失業者救済の受動的政策だけでなく積極的

な雇用政策を進め、また家庭がより多くの子どもを持つ

ことを支援する政策を導入するなどの努力を始めてい

る。近年の雇用回復や移民労働者の増加により、見通

しはやや明るくなったようであるが、それでもスペインに

おける最大の社会保障は、未だに「家族同士の助け合

い」であるといわれる。

X. 外資政策（優遇税制、海外からの派遣者

への規定）

外資導入促進のため、市町村・自治州・国レベルで

様々な政策がとられている。このなかには優遇税制、助

成金、市町村による工場用地提供などが含まれるが、い

ずれにしてもケースバイケースである。ただし、現在で

は外資導入政策も欧州連合レベルでの不当競争禁止規

制を受けるため、優遇税制等も欧州全体の制度と調整

しながら行わなければならない。なお、労働関係では

企業に対する優遇措置はなく、スペイン国内の労働法制

全般がそのまま適用される。

外国人労働者の扱いは、前述のとおり改正外国人法

で規制されている。スペインでは1985年に外国人法が

制定されたが、これが次第に現状に適さなくなってきた。

好況に押されて企業の労働力需要が高まったこともあ

り、2000～2001年にはスペインに在住する不法移民労
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働者を一定の条件で合法化する特別措置がとられ、ま

た不法移民に対しても基本的人権保護の観点から様々

な権利を認める新法が定められたが（組織法4/2000）、

その後1年もたたないうちに不法移民と合法移民との権

利に明確な差を設けた改正外国人法（組織法8/2000）が

制定・施行されている。

日本企業がスペインに駐在員等を送る場合も、法律

上はこの改正外国人法による規制を受ける。政府は毎

年、自治州・労組・雇用者団体等の提案に基づき、翌年

中に受け入れるべき外国人労働者数（県別・部門別）を

決定、これに従って労働者の出身国において求人・雇

用契約・労働許可申請が行われることになるが、最近は

このシステムが効果的に機能していないなどの批判も見

られる。一般に労働許可取得のための手続きは煩雑で

時間がかかると考えておいたほうがよいだろう。

XI. 日本企業のための情報（宗教、文化、労

働観）

スペイン人のほとんどがカトリックの洗礼を受けてお

り、生活習慣にもカトリックの伝統が深く根づいている一

方、一般市民の教会離れも進んでいる。日本企業がス

ペインで注意すべき宗教的事情は特にないが、祝日の

ほとんどが本来は宗教上なんらかの意味を持つ日であ

ることなどを知っておくと、文化理解の面でも有益であ

ろう。

スペイン人の労働観は必ずしも日本人のそれと一致せ

ず、スペイン人が日本人よりも働き者でないなどの印象

を持たれることがあるが、この見方は必ずしも正しくな

い。スペイン人にとって労働はあくまで個人の人生の一

部であり、そのため労働の占める重要度が日本人の場

合よりもはるかに相対的である。休日・休暇が権利として

守られるのも、転勤の命令に対して労働者の意志を尊重

しなければならないのも、個人の私生活を労働に従属

させることはできないとの考え方が背景にあるといえる。

一番の問題は、何といっても言葉の違いからくるコ

ミュニケーション不足や誤解であり、その点に十分注意

することで問題のほとんどは解決するといっても過言で

はない。
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